年　月　日

九州電力株式会社殿
電力系統への発電設備の連系に関する申込みについて

貴社電力系統への発電設備を連系いたしたく、「電力品質確保に係わる系統連系技術要件ガイドライン」、「電気設備の技術基準の解釈」及び貴社の「特定小売供給約款」、「標準供給条件」等を了承のうえ、下記のとおり申込みます。なお、申込手続きは下記の申込代行者及び電気工事組合に委託します。
	申込先事業所
	　　　　　　　　　　　　事業所

	お客さま氏名・住所
	㊞
（TEL　　　　　　　　　　）

	発電所名
	

	発電場所住所
	
	電柱番号
	

	お客さま番号
	

	お　申　込　内　容
	新　設 　・　 再使用注１　 ・ 　発電設備の変更　 ・ 　名義変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	発電設備の種類・出力注２
	種　　類〔同期・誘導・直流（太陽光、風力、燃料電池）〕

定格出力
ｋＷ

	希望日

（連系・変更・撤去）
	　　　　　年　　月　　日
	申込代行者（連絡者）
（住所　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　　　　　　　　  　）


（注）１．設備残置のまま解約していた発電設備を再開する場合。

２．定格出力については、逆変換装置仕様の場合、逆変換装置出力（インバータ出力）を記入。
　　


〔添付資料〕各３部（正・副）

	様式
	添付資料
	新設

発電設備の変更
	再使用

名義変更

	様式１－１
	発電設備運転状況
	○注１
	

	様式１－２
	発電設備諸元
	○
	

	様式１－３
	保護協調チェックリスト
	○
	

	様式１－４
	保護装置関連設備チェックリスト
	○注２
	

	様式１－５
	保護継電器整定値一覧表（主リレー用）
	○
	

	様式１－６
	保護継電器整定値一覧表（タイマー用）
	○
	

	様式１－７
	系統保護装置整定値検討データ、連絡体制
	○
	○注３


〈注〉１．様式１－１は、低圧連系における以下の場合、提出不要です。
            ①余剰配線での余剰売電形態における蓄電池設置の場合

　　　　　　 （ただし、蓄電池へ充電した電気をすべて自家消費することが確認できる場合に限る）

　　　　　 ②自家用発電設備または蓄電池のみを当社の低圧電線路へ連系を希望される場合

                     (逆潮流防止リレーを設置し、系統への逆潮流が発生しない場合に限る)
２．様式１－４は、低圧連系の場合に限り、提出不要です。

３．様式１－７は、再使用や名義変更の場合には、連絡体制の欄のみ記入して提出してください。

４．電力新増設に関する場合は、「電力使用申込書」、「電力販売に関する申込書」もあわせて提出してください。

５．ＪＥＴ、ＪＩＡ、ＪＨＩＡ認証品以外の場合は、「発電設備の仕様書」、「システム仕様書」、「代表試験成績書（保護装置等）」、「個別試験成績書（保護装置等）」もあわせて提出してください。


１．発電設備設置の目的

２．電力契約

	
	現　　　　　在
	変　　更　　後

	常　　時
	契約種別
	
	

	
	契約電力
	（Ａ・kVA・kW）
	（Ａ・kVA・kW）

	自家発補給
	契約種別
	
	

	
	契約電力
	ｋＷ
	ｋＷ


九州電力への逆潮流　　〔　有　・　無　〕

契約（変更）希望日　　　　　　年　　月　　日

（注）低圧の場合は、自家発補給欄は記入不要
	
【個人情報の利用目的】

当社が取り扱う個人情報は、当社定款記載の次の事業において、契約の締結・履行、資産・設備等の形成・保全、商品・サービスの開発・改善、当社および当社グループ会社の商品・サービスに関するダイレクトメール等によるご案内その他これらに付随する業務を実施するために必要な範囲内で利用させていただきます。

（1） 電気事業

（2） 電気機械器具および蓄熱式空調・給湯装置その他の電力需要平準化または電気の効率利用に資する設備の製造、販売、リース、設置、運転および保守

（3） 熱供給事業

（4） 電気通信事業

（5） 情報処理、情報提供のサービスおよびソフトウェアの開発、販売、リース

（6） 電気通信工事、電気工事、土木建築工事の調査、設計、施工および施工監理

（7） エネルギー資源の開発、採掘、加工、売買および輸送

（8） ガス供給事業

（9） 介護サービス事業および老人ホームの経営

（10） 一般廃棄物、産業廃棄物の処理および再利用ならびにその再生品の販売

（11） 住宅性能評価・保証事業

（12） 航空運送事業

（13） 書籍、映像・音声ソフトの販売、レンタル

（14） コンクリート製品の生産および販売

（15） 前各号に関するエンジニアリング、コンサルティングおよび技術・ノウハウの販売

（16） 不動産の売買、賃貸借および管理

（17） 前各号に付帯関連する事業

（18） 経営上必要と認める他の会社への投資


【個人情報の共同目的】

	項　目
	

	共同利用する者の範囲
	· 当社は以下の者との間でお客さまの個人情報を共同で利用することがあります(注1)。

· 小売電気事業者(注2)
· 一般電気事業者(注3)
· 電力広域的運営推進機関

· 需要抑制契約者(注4)

	共同利用の目的
	1 託送供給契約又は発電量調整供給契約（以下「託送供給等契約」といいます。）の締結、変更又は解約のため

2 小売供給契約又は電気受給契約（以下「小売供給等契約」といいます。）の廃止取次（注5）のため

3 供給(受電)地点に関する情報の確認のため

4 電力量の検針、設備の保守・点検・交換、停電時・災害時等の設備の調整の調査その他の託送供給等契約に基づく一般電気事業者の業務遂行のため

5 ネガワット取引に関する業務遂行のため

	共同利用する

情報項目
	1 基本情報：氏名、住所、電話番号及び小売供給契約等の契約番号

2 供給(受電)地点に関する情報：託送供給等契約を締結する一般電気事業者の供給区域、離島供給約款対象、供給(受電)地点特定番号、託送契約高情報、電流上限値、接続送電サービスメニュー、力率、供給方式、託送契約決定方法、計器情報、引込柱番号、系統連系設備有無、託送契約異動年月日、検針日、契約状態、廃止措置方法

3 ネガワット取引に関する情報：発電販売量、需要調達量、需要抑制量、ベースライン

	共同利用の

管理責任者
	1 基本情報：小売供給等契約を締結している小売電気事業者又は一般電気事業者

2 供給(受電)地点に関する情報：供給(受電)地点を供給区域とする一般電気事業者

3 ネガワット取引に関する情報：需要抑制契約者


(注1)当社は、共同利用の目的のために必要な範囲の事業者に限定してお客さまの個人情報を共同利用するものであり、必ずしも全ての小売電気事業者、一般電気事業者及び需要抑制契約者との間でお客さまの個人情報を共同利用するものではありません。

(注2)小売電気事業者とは、電気事業法（昭和39年7月11日法律第170号）第2条の5第1項に規定する登録拒否事由に該当せず、資源エネルギー庁のホームページ

（http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/retailers_list/）に掲載されている登録小売電気事業者一覧記載の事業者をいいます。

　 (注3)一般電気事業者とは、九州電力株式会社、北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力株式会社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、及び沖縄電力株式会社をいいます。

　 (注4)需要抑制契約者とは、一般送配電事業者たる会員との間で需用抑制量調整供給契約を締結している事業者（契約締結前に事業者コードを取得している事業者を含みます）をいいます（事業者の名称、所在地等については、電力広域的運営推進機関のホームページ（https://www.occto.or.jp/privacy/neggwatt-jigyousya.html）を参照ください。

　 (注5)「小売供給等契約の廃止取次」とは、お客さまから新たに小売供給等契約の申込みを受けた小売電気事業者が、スイッチング支援システムを通じて、お客さまを代行して、既存に小売電気事業者に対して、小売供給等契約の解約の申込を行うことをいいます。

≪九州電力記入欄≫
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